（様式１）

　　年　　月　　日

世田谷区

政策経営部広報広聴課長　あて
所在地　　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞

参加表明書

令和８年６月２６日付で公告された「世田谷区お問い合わせセンター（せたがやコール）業務委託」のプロポーザルに参加したいので、参加資格を満たすことを誓約し、関係資料を添えて、参加を表明します。

１　添付資料

（１）納税証明書（都道府県民税・市町村民税）
（２）令和３年度以降、東京都区部又は人口４０万人規模以上の地方自治体において、当該自治体の業務全般に関する問い合わせを受ける目的の常設コールセンター業務を受託した実績を確認できる書類
（３）共同事業体であることを証する書類(共同事業体で参加する場合のみ)
２　連絡担当者
（１）所属・役職

　　　

（２）氏名

　　　

（３）電話番号

　　　

（４）ＦＡＸ番号

　　　

（５）連絡先メールアドレス

　　　
（参加表明書別紙）
１　参加資格要件の確認

	要　件
	いずれかに○を記入してください。

	（１）
	世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録されている。
	１．　満たしている

２．　満たしていない
３．　取得予定（提案書提出日には取得済みである）

	（2）
	地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当する者でないこと。また、同条第２項による措置を現に受けていない。
	１．　満たしている

２．　満たしていない

	（3）
	世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でない。
	１．　満たしている

２．　満たしていない

	（4）
	都道府県民税・市町村民税に滞納がない。
	１．　満たしている

２．　満たしていない

	（5）
	世田谷区お問い合わせセンター業務委託事業者選定委員会の委員が主宰、役員、顧問及び所属をしている団体でない。
	１．　満たしている

２．　満たしていない

	（6）
	提出した書類の記載事項が虚偽でない。
	1． 満たしている

２．　満たしていない

	（7）
	令和３年度以降、代表団体またはお問い合わせセンター業務の運営を担う共同事業体が東京都区部又は人口４０万人規模以上の地方自治体において、当該自治体の業務全般に関する問い合わせを受ける目的の常設コールセンター業務を受託した実績がある。
	１．　満たしている

２．　満たしていない

	（8）
	共同事業体に参加する団体(以下「構成団体」)の総意により共同事業体の代表となる団体(以下「代表団体」)を 1 団体選出し、代表団体が応募手続き行う。
	１．　満たしている

２．　満たしていない
３．　共同事業体での参加でない

	（9）
	代表団体及び構成団体は、本件における他の応募者（単独の応募団体、他の共同事業体の代表団体又は構成団体）を兼ねていない。
	１．　満たしている

２．　満たしていない
３．　共同事業体での参加でない


※　直近の登録申請等により、区のシステム上で競争入札参加資格が確認できない場合は、登録の事実を確認できる書類の提出を求める場合がある。

※　「自治体の業務全般に関する問い合わせを受ける目的の常設コールセンター」には、自治体の業務のうち一部の業務（例：粗大ごみ受付など）に限定したコールセンターは含まない。

※ 共同事業体で参加をする際は、上記（1）～（6）の要件については、共同事業体の及び構成団体の全てが要件を満たしている場合に「１．満たしている」に○を記載すること。
※　表のフォーマットは変更せずに記載すること。
２　自治体の業務全般に関する問い合わせを受ける目的の常設コールセンター業務の受託実績（令和３年度以降）
	自治体名
	履行期間
	案件概要
	人口
	備考

	（例示）○○区
	2022/04～2024/03
	○○区お問い合わせセンター構築・運営
	500,000人
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　例示は削除し、内容を記載すること。

※　人口が多いものから順に記載すること。
※　表のフォーマットは変更せずに記載すること。なお、行数が足りない場合には必要に応じて追加すること。

３　会社情報

	項　目
	内　容

	本社所在地
	

	創業年月
	

	資本金
	

	社員数
	


※　表のフォーマットは変更せずに記載すること。なお、行数が足りない場合には必要に応じて追加すること。
４　構成団体情報

	項目
	内容

	会社名
	

	部署名
	

	本社所在地
	

	創業年月
	

	資本金
	

	社員数
	

	主に担当する業務
	


※共同事業体での参加の場合にのみ、記載のこと。

※表のフォーマットは変更せずに記載すること。なお、行数が足りない場合には必要に応じて追加すること。
